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ポイント 

① 自由貿易による生産技術や貿易構造の変化が、有害化学物質の環境負荷を他国へ移転させるリ

スクを特定 

② 米国の消費や貿易構造の変化がメキシコの製造業を通じて有害化学物質排出を誘発する構造を

解明 

③ 一国の規制だけでなく、サプライチェーン全体を対象とした国際的な有害化学物質の排出管理

の必要性を提示 

 

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州大学大学院経済学研究院の加河茂美主幹教授、山形大学人文社会科学部の時任翔平准教授、

九州大学大学院経済学研究院の藤井秀道教授、尾道市立大学経済情報学部の岡本隼輔准教授、近畿

大学経済学部の永島史弥准教授から成る研究グループは、北米自由貿易協定（NAFTA、現：米国・

メキシコ・カナダ協定）により形成された国際サプライチェーンの変化が、有害化学物質による環

境汚染の地域分布にどのような影響を及ぼしてきたのかを実証的に明らかにしました。 

本研究では、米国、カナダ、メキシコの 3 か国を対象に、2006 年から 2014 年に排出された 598

種類の有害化学物質を分析し、自由貿易の進展が汚染をどの国に集中させたのかを定量的に評価し

ました。近年、製品の生産は複数国にまたがるサプライチェーンによって行われることが一般的と

なっています。その結果、最終的に製品を消費する国と、実際に汚染が発生する国とが一致しない

という問題が生じています。そこで本研究では、各国の化学物質排出登録制度（PRTR）と世界規模

の産業連関表を統合し、国際貿易を通じて誘発される有害化学物質排出を包括的に把握しました。

分析には、新たに開発した「空間的構造分解分析（SDA）」を用い、排出量の変化を「排出強度の変

化」「生産技術の変化」「最終需要の変化」「国際貿易構造の変化」といった要因に分解しました。こ

れにより、特に NAFTA 域内における二国間貿易構造が汚染に果たした役割を詳細に検証しました。 

その結果、米国とメキシコ間の中間財貿易構造の変化が、メキシコ国内の有害化学物質排出を大

きく押し上げていることが明らかになりました。2014 年には、こうした貿易構造の変化による排出

移転が、メキシコの有害化学物質排出全体の約 2.8％を占めていました。特に、米国の最終消費が製

造方法の古いメキシコの製紙産業を通じて水銀排出を増加させるなど、具体的な汚染誘発サプライ

チェーン経路が特定されました（表 1）。 

一方、米国では、規制強化や技術改善により国内の有害化学物質排出が減少しており、その削減

効果が国境を越えた生産移転によって部分的に相殺されている実態も示されました。これは、環境

規制の厳しい国での排出削減が、規制の比較的緩やかな国への汚染移転につながる可能性を示唆し

ています。 

本研究の成果は、自由貿易が経済的利益をもたらす一方で、環境負荷を「見えにくい形」で他国に

押し付けるリスクがあることを明確に示しています。今後は、国境を越えたサプライチェーン全体

を対象とする有害化学物質管理や、北米環境協力協定（NAAEC）を通じた域内協調の強化、さらに

は消費国側の責任を踏まえた政策設計が不可欠であることを、本研究は強く示唆しています。 

なお、本研究は科学研究費助成事業・基盤研究（A）（課題番号：26241031、20H00081）の支援

を受けて実施されました。本研究成果は、2026 年 2 月 10 日（火）に学術誌 Structural Change and 

Economic Dynamics（2024 年インパクトファクター：5.5）に掲載されました。 

北米自由貿易により有害化学物質汚染が国境を越えて移転 

― 米国からカナダ・メキシコへの排出集中を実証 ― 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 1 の解説】 

表 1 は、2006～2014 年における NAFTA 域内の有害化学物質排出移転の変化に大きく寄与したサプラ

イチェーン経路と、その経路別排出変化量を示している。特に、米国の最終需要が、どのような生産段

階および産業連関を通じてカナダ国内、メキシコ国内の排出を誘発しているのかを明らかにしている点

に特徴がある。分析の結果、「米国の最終需要 → 米国の中間財生産 → カナダ国内産業活動」および

「米国の最終需要 → メキシコ国内産業活動」というサプライチェーン経路を通じて、有害化学物質排

出が集中的に誘発されていることが示された。具体的には、米国向け製品の生産過程で用いられる中間

財需要の増加が、カナダの鉱業・採石業やメキシコの製紙産業に波及し、これらの産業を起点とする排

出量の増加に大きく寄与している。例えば、「米国の最終消費 → カナダの鉱業・採石業 → 銅排出」や

「米国の最終消費 → メキシコの製紙産業 → 水銀排出」といった明確なサプライチェーン経路が特定

されており、単純な国別排出量の比較では捉えられない需要起点型の汚染誘発構造が可視化されている。

これは、最終需要国と排出発生国が空間的に乖離していることを示す典型的な例である。これらの結果

は、NAFTA 域内の自由貿易が有害化学物質排出を削減したというよりも、排出が発生する「場所」およ

び「産業」をサプライチェーン経路の再編を通じて移転させた可能性を示唆している。このように、表

1 は、特定の国・産業に汚染が集中する背景にある具体的なサプライチェーン経路を定量的に示してお

り、NAFTA 域内の消費国責任や域内環境政策に関する議論に対して重要な実証的根拠を提供している。 
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表 1．2006～2014年における有害化学物質排出移転の変化に大きく寄与したサプライチェーン経路別の排出変化量（単位：百万 TEP*） 

順位 最終需要項目  ティア 0（最下流）の産業部門  ティア 1 の産業部門  ティア 2 の産業部門 
経路別 

排出変化量 

1 USA: Final consumption → 
USA: Manufacture of coke and refined 

petroleum products  
--> CAN: Mining and quarrying   32974 

2 USA: Final consumption → 
USA: Public administration and defence; 

compulsory social security 
--> USA: Manufacture of coke and refined petroleum products  --> CAN: Mining and quarrying 12722 

3 USA: Final consumption → 
 

USA: Electricity, gas, steam and air conditioning supply 
 

--> CAN: Mining and quarrying   10294 

4 
USA: Gross fixed capital 

formation 
→ USA: Construction --> USA: Manufacture of coke and refined petroleum products  --> CAN: Mining and quarrying 9482 

5 USA: Final consumption → 
USA: Public administration and defence; 

compulsory social security 
--> CAN: Mining and quarrying   8854 

6 
USA: Gross fixed capital 

formation 
→ USA: Mining and quarrying --> CAN: Mining and quarrying   5773 

7 Non-NAFTA: Final consumption → 
USA: Manufacture of coke and refined 

petroleum products  
--> CAN: Mining and quarrying   4718 

8 USA: Final consumption → 
USA: Land transport and transport via 

pipelines 
--> USA: Manufacture of coke and refined petroleum products  --> CAN: Mining and quarrying 4603 

9 USA: Final consumption → USA: Air transport --> USA: Manufacture of coke and refined petroleum products  --> CAN: Mining and quarrying 4355 

10 
USA: Gross fixed capital 

formation 
→ USA: Construction --> CAN: Mining and quarrying   4130 

11 USA: Final consumption → 
USA: Manufacture of coke and refined 

petroleum products  
--> USA: Mining and quarrying --> CAN: Mining and quarrying 3870 

12 USA: Final consumption → 
CAN: Manufacture of coke and refined 

petroleum products  
--> CAN: Mining and quarrying   3675 

13 USA: Final consumption → 
USA: Manufacture of coke and refined 

petroleum products  
--> MEX: Mining and quarrying   3652 

14 USA: Final consumption → 
USA: Public administration and defence; 

compulsory social security 
--> CAN: Manufacture of coke and refined petroleum products  --> CAN: Mining and quarrying 3482 

15 USA: Final consumption → USA: Human health and social work activities --> USA: Manufacture of coke and refined petroleum products  --> CAN: Mining and quarrying 3085 

16 
Non-NAFTA: Gross fixed capital 

formation 
→ CAN: Mining and quarrying     2966 

17 USA: Final consumption → 
USA: Electricity, gas, steam and air 

conditioning supply 
--> USA: Manufacture of coke and refined petroleum products  --> CAN: Mining and quarrying 2784 

18 Non-NAFTA: Final consumption → CAN: Mining and quarrying     2538 

19 USA: Final consumption → 
USA: Manufacture of coke and refined 

petroleum products  
--> USA: Manufacture of coke and refined petroleum products  --> CAN: Mining and quarrying 2443 

20 USA: Final consumption → 
MEX: Manufacture of paper and paper 

products 
    2311 

*注意：TEPとは、toxic equivalent potential（毒性等価ポテンシャル）の略称であり、複数の有害化学物質について、その毒性の強さを考慮した上で、共通単位により比較・集計するための指標である。 


